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渡し確認表（例）＞

引渡しの際は児童生徒等、引取り者、教職員で確認



災害安全管理 ＞＞ 対人管理・対物管理 
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４ 登下校時、校外学習時、在宅時に発生する災害 

 

災害は児童生徒等が学校にいる時だけでなく、登下校時、在宅時に発生する可

能性もある。その際、学校は一刻も早く児童生徒等の安全を確認し、迅速に対応

するため、事前に体制を構築しておくことが重要である。 

東日本大震災では交通・通信網の寸断により、想定していた安全確認の方法が

機能せず、教職員が児童生徒等の避難している現地へ自転車や徒歩等で出向いて

安全確認、状況把握を行うことが多かったと言われている。従って、児童生徒等

の住居の自治会等、地域の協力も加えた多重の安全確認体制を検討する必要があ

る。 

(1) 登下校時に被災した場合の行動 

…資料編「地震発生時における対応フロー（登下校中）」176 ページ参照 

ア 児童生徒等は、自宅、学校、地域の避難場所で最寄りのところに避難 

イ 教職員は、役割任務分担で定められた地域に出向き、児童生徒等を避難

場所へ誘導 

ウ 学校へ避難してきた児童生徒等の保護 

(2) 在宅時に被災した場合の行動（避難が必要な場合） 

ア 児童生徒等は、保護者や近隣の大人と避難場所へ避難（保護者が不在の

場合は、あらかじめ家庭で決めておいた避難場所へ避難） 

イ 児童生徒等または保護者は、可能であれば担任に状況を連絡 

ウ 教職員は、自らの安全を確保し、速やかに学校またはあらかじめ役割分

担で定められた避難場所（地域）へ出向き対応 

(3) 校外学習時に被災した場合の行動 

…資料編「地震発生時における対応フロー（校外学習中）」175 ページ 参照 

  ア 公共交通機関（鉄道やバス、航空機）を利用する場合、災害発生時の対応

について事前に確認 

    イ 学習地及び宿泊地の避難経路・場所や防災計画を事前に確認 

  ウ 学校や関係機関、保護者等との連絡体制を整備 

(4) 多重の安全確認体制の構築 

ア 通常通信機器（電話、携帯電話、電子メール等）の利用 

イ 上記ア以外の情報ネットワーク（学校ホームページ、緊急災害用伝言メー 

ル、ツイッター等のソーシャルネットワーク等）の利用 

ウ 教職員が地域の役割分担に従って現地に出向き確認 

エ あらかじめ依頼しておいたＰＴＡ地域委員や自治会役員と教職員が連携

して確認 
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